
国 住 指 第 146 号 
令和 5 年 7 月 3 日 

 
各建築士関係団体等の長 殿 
 

国土交通省住宅局建築指導課長 
 

建築士事務所登録の際の要件について 
 

平素より建築行政の推進にご理解・ご協力を賜り、誠にありがとうございます。 
今般、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（令和４年６月３日デジタル臨

時行政調査会）及び「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）
において、往訪閲覧・縦覧等のアナログ規制の見直しについて集中改革期間（令和４年７月
から令和６年６月までの２年間）にスピード感を持って集中的に取り組むことが求められ
ています。 

これをうけ、常駐・専任に係る規制のうち、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条
第１項に基づく建築士事務所の都道府県知事への登録の際の要件につきまして、「建築士事
務所登録の際の要件について（技術的助言）（令和３年３月 12 日国住指第 4330 号）」にて
通知をしたところですが、その取扱いにつきまして、都道府県建築行政主務部長あてに補足
通知しておりますのでお知らせいたします。 

貴団体におかれましては、貴団体の会員及び関係者に対しても、この旨周知方お願いしま
す。 

 
記 

 
・建築士事務所登録の際の要件について（技術的助言） 

（令和 5 年 7 月 3 日付国住指第 145 号）【別添】 
 

以上 



国 住 指 第 145 号 
令和 5 年 7 月 3 日 

 
 
各都道府県建築行政主務部長 殿 
 

国土交通省住宅局建築指導課長 
 
 

建築士事務所登録の際の要件について（技術的助言） 
 

平素より建築行政の推進にご理解・ご協力を賜り、誠にありがとうございます。 
今般、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（令和４年６月３日デジタル臨

時行政調査会）及び「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）
において、往訪閲覧・縦覧等のアナログ規制の見直しについて集中改革期間（令和４年７月
から令和６年６月までの２年間）にスピード感を持って集中的に取り組むことが求められ
ています。 

これをうけ、常駐・専任に係る規制のうち、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条
第１項に基づく建築士事務所の都道府県知事への登録の際の要件につきまして、「建築士事
務所登録の際の要件について（技術的助言）（令和３年３月 12 日国住指第 4330 号）」にて
通知をしたところですが、その取扱いにつきまして、下記のとおり補足いたします。 

貴職におかれては、貴都道府県内の市区町村及び関係者に対しても、この旨周知願います。 
 

記 
 
 「建築士事務所登録の際の要件について（技術的助言）（令和３年３月 12 日国住指第 4330
号）」において、「同一都道府県内に複数の業務拠点を設ける場合において、それぞれで設計
等を業として行おうとする際には、それぞれの業務拠点に専任の管理建築士を配置し、その
業務を管理できるようにしたうえで建築士事務所として登録することが必要ですが、設計
等を業として行う一の業務拠点に全ての建築士を所属させ、当該業務拠点に配置された専
任の管理建築士がその業務を管理する際には、当該業務拠点を建築士事務所登録すること
で対応可能」としているところ、本取り扱いにつきましては、都道府県内に限らず同様であ
る旨補足します。 

なお、上記の場合においても当然にして専任の管理建築士が建築士法第 24 条第３項及び
第 4 項に定める管理の業務を行うことが必要であり、この義務を十分に満たさない場合、
建築士法第 10 条に基づく懲戒の対象となり得ることを申し添えます。 

別添 



（参考資料） 
  建築士事務所登録の際の要件について（技術的助言）（令和３年３月 12 日国住指第

4330 号） 



国住指第４３３０号 

令和３年３月 12 日 

 

各都道府県建築行政主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

（公印省略） 

 

建築士事務所登録の際の要件について（技術的助言） 

 

平素より建築行政の推進にご理解・ご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

「当面の規制改革の実施事項」（令和２年 12 月 22 日 第９回規制改革推進会議）におい

て、「国土交通省は、建築士法第 23 条に基づく建築士事務所の都道府県知事への登録につ

いて、同一都道府県内に複数の業務拠点を設けようとする場合等において、合理的な登録が

可能となるよう要件を整理し、関係者に周知する」旨が示されたことを受け、下記のとおり

建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条第１項に基づく建築士事務所の都道府県知事

への登録の際の要件を整理いたしましたので、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245

条の４第１項の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知いたします。 

貴職におかれては、貴都道府県内の市区町村及び関係者に対しても、この旨周知願います。 

 

記 

 

 建築士法第 23 条第１項において、一級建築士、二級建築士若しくは木造建築士又はこれ

らの者を使用する者は、他人の求めに応じ報酬を得て、設計、工事監理、建築工事契約に関

する事務、建築工事の指導監督、建築物に関する調査若しくは鑑定又は建築物の建築に関す

る法令若しくは条例の規定に基づく手続の代理（以下「設計等」という。）を業として行お

うとするときは、一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所を定めて、そ

の建築士事務所について、都道府県知事の登録を受けなければならない旨規定されていま

す。また、登録にあたっては、建築士法第 24 条第 3 項各号に掲げる建築士事務所の技術的

事項の総括等を行い、建築士事務所の業務を適切に管理するため、専任の管理建築士を配置

する旨規定されています。 

本規定に基づき、同一都道府県内に複数の業務拠点を設ける場合において、それぞれで設

計等を業として行おうとする際には、それぞれの業務拠点に専任の管理建築士を配置し、そ

の業務を管理できるようにしたうえで建築士事務所として登録することが必要ですが、設

計等を業として行う一の業務拠点に全ての建築士を所属させ、当該業務拠点に配置された

専任の管理建築士がその業務を管理する際には、当該業務拠点を建築士事務所登録するこ



とで対応可能です。 

特に、近年のＩＴ技術やテレワークの進展等により、建築士事務所に所属する建築士の設

計等について、遠隔地から実施できる場合もあることから、建築士事務所登録の運用にあた

っては建築士事務所において、専任の管理建築士がその業務を適正に管理できるかどうか

をとらえることが重要です。 

なお、建築士事務所には、専任の管理建築士を置かなければならないと規定されておりま

すが、当該規定について、これまでどおり兼任を行うことは認められませんが、テレビ会議

等を用いて適切に管理が行えるのであれば、常駐については要しないものとして差し支え

ないことを申し添えます。 

 

以上 


